


































































　なお、政令指定都市に編入合併された市町村は 2005 年 1 年間には 19 に上









2）　大半の都市が 2012 年以前から外国人を調査対象に含めているが、20 歳以上人口に
占める外国人の比率は、最高の大阪市でも 5％程度（2017 年年初時点）である。
3）　後掲表 3─2 参照。












7）　千葉市による 2009 年と 2013 年に実施された調査では、13 歳以上の住民が対象で
あるが、対象者全体に占める 13 歳～17 歳の回答者の比率は低いので、18 歳ないし
20 歳を下限とする他市の調査と併せて考察した。なお、千葉市による 2013 年調査




9）　静岡市は、2006 年 3 月に蒲原町を、2008 年 11 月に由比町を編入した。岡山市は、
2007 年 1 月に建部町・瀬戸町を編入した。相模原市は、2006 年 3 月に津久井町・
相模湖町を、2007 年 3 月に城山町・藤野町を編入した。熊本市は、2008 年 11 月に





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































2005 年 30（11） 11（4） 18（0） 118（9） 14（4） 2 
2006 年 32（10） 11（3） 19（1） 142（10） 14（5） 1 
2007 年 28（9） 11（3） 18（2） 152（11） 13（6） 3 
2008 年 32（7） 11（3） 20（3） 172（12） 15（7） 9 
2009 年 33（6） 11（3） 21（3） 203（6） 18（8） 23（3）
2010 年 30（6） 11（3） 20（2） 219（5） 14（8） 15（1）
2011 年 31（5） 12（2） 20（2） 253（5） 16（6） 21 
2012 年 35（5） 13（2） 20（2） 214（7） 13（8） 15（1）
2013 年 32（5） 12（2） 22（2） 243（6） 16（5） 22（2）
2014 年 35（5） 14（2） 19（2） 265（8） 13（5） 30（1）
2015 年 32（5） 11（2） 22（1） 225（4） 17（4） 39（1）















































札幌市4） 市民意識調査 2016 年 12 月 毎年度 2〜4回 往復郵送 18 歳以上 2012 年 5000 
仙台市 施策目標に関する
市民意識調査
2016 年 5 月 毎年度 往復郵送 18 歳以上 2005 年 6000 
さいたま市 市民意識調査 2016 年 6 月 毎年度 往復郵送 18 歳以上 2016 年 5000 
千葉市 市民 1万人のまち
づくりアンケート
2015 年 1 月 ほぼ 3年間隔 往復郵送 13 歳以上 2013 年 10000 
横浜市 市民意識調査 2016 年 5 月 毎年度 郵送配布訪問回収 20 歳以上 ─ 3000 
川崎市①5） かわさき
市民アンケート
2016 年 8 月 初回 往復ネット 18 歳以上
─
1500 
川崎市②5） 同上 2016 年 11 月 毎年度 郵送・ネット併用 18 歳以上 2016 年 3000 
相模原市 市政に関する
世論調査
2016 年 5 月 毎年度 往復郵送 20 歳以上
─
3000 
新潟市 市政世論調査 2016 年 7 月 毎年度 往復郵送 18 歳以上 2016 年 4000 
静岡市 市民意識調査 2016 年 6 月 毎年度 往復郵送 20 歳以上 ─ 5000 
浜松市 市民アンケート 2016 年 6 月 毎年度 往復郵送 18 歳以上 2016 年 3000 
名古屋市① 市政世論調査 2016 年 7 月 毎年度 往復郵送 18 歳以上 2016 年 2000 
名古屋市② 市政アンケート 2017 年 1 月 毎年度 5〜7回 往復郵送 18 歳以上 2016 年 2000 
京都市① 市民生活実感調査 2016 年 5 月 毎年度 往復郵送 20 歳以上 ─ 3000 
京都市② 市政総合
アンケート
2017 年 1 月 毎年度 2回 往復郵送 18 歳以上 2016 年 3000 
大阪市 世論調査 2017 年 1 月 毎年度6） 往復郵送 18 歳以上 2017 年 2500 
堺市 市民意識調査 2013 年 7 月 隔年 往復郵送 20 歳以上 ─ 10000 
神戸市7） 市民アンケート 2015 年 7 月 ほぼ毎年度 往復郵送 20 歳以上 ─ 5000 
岡山市8） 市民意識調査 2015 年 4 月 隔年 往復郵送 18 歳以上 2006 年 10000 
広島市 市民意識調査 2017 年 1 月 毎年度 往復郵送 18 歳以上 2012 年 5000 
北九州市 市民意識調査 2016 年 6 月 毎年度 往復郵送 18 歳以上 2016 年 3000 
福岡市 市政に関する
意識調査





2017 年 2 月 毎年度 往復郵送 20 歳以上
─
5000 




4）　2015 年度以前は 2回実施、2016 年度は 3回実施。
5）　川崎市①②は同じタイトルの調査の 2016 年度の 1回目・2回目として実施。
　　1回目はモニター登録者に対する完全ネット利用。1500 標本回収まで実施。
6）　2016 年度は 2回実施。
















　表 3─2 には、本稿の考察期間の期首と期末に近い 2006 年前後および 2016
年前後における全国および各政令指定都市の転入率（全年齢層）・転出率







































3 月 31 日
2016 年
1 月 1 日
2017 年
1 月 1 日
差
（A） （B） （C） （A）−（C）
全国 4.5 4.6 4.5 4.5 4.4 4.3 15.1 12.3 12.2 −2.9
　札幌市 7.2 6.5 6.4 6.9 6.0 5.9 16.9 12.7 12.5 −4.4
　仙台市 7.2 6.8 6.4 7.5 6.5 6.2 18.8 14.6 14.3 −4.5
　さいたま市 6.3 6.2 6.1 6.1 5.5 5.3 15.9 13.5 13.5 −2.4
　千葉市 6.3 5.8 5.4 6.0 5.4 5.1 15.6 12.5 12.4 −3.2
　横浜市 6.3 5.9 5.7 6.0 5.6 5.4 15.8 12.8 12.8 −3.0
　川崎市 7.7 7.3 7.1 7.2 6.5 6.3 18.2 15.1 15.1 −3.1
　相模原市 4.7 4.8 4.6 4.7 4.5 4.5 17.1 13.3 13.1 −4.0
　新潟市 2.6 3.9 3.7 2.6 3.9 3.7 14.8 11.8 11.6 −3.2
　静岡市 3.9 3.7 3.7 4.0 3.8 3.7 13.8 11.5 11.4 −2.4
　浜松市 2.7 4.6 4.4 2.6 4.6 4.4 14.8 12.1 11.9 −2.9
　名古屋市 6.4 6.9 6.8 6.2 6.4 6.3 16.0 13.8 13.8 −2.2
　京都市 5.9 5.9 5.7 5.9 5.5 5.5 16.5 13.7 13.6 −2.9
　大阪市 6.3 7.1 7.0 6.0 6.3 6.2 16.2 14.2 14.3 −1.9
　堺市 3.2 4.5 4.3 3.3 4.5 4.3 15.0 12.1 12.0 −3.0
　神戸市 5.2 5.2 5.1 5.0 5.1 4.9 15.3 12.5 12.3 −3.0
　岡山市 3.8 5.4 5.3 2.9 5.0 5.0 16.1 13.4 13.3 −2.8
　広島市 6.0 5.7 5.5 6.0 5.5 5.3 16.2 13.2 13.1 −3.1
　北九州市 5.0 4.5 4.4 5.2 4.8 4.6 14.6 12.0 11.8 −2.8
　福岡市 8.4 8.2 7.9 7.9 7.4 7.1 19.6 15.7 15.6 −4.0
　熊本市 3.4 5.8 6.0 3.2 5.8 6.1 16.8 13.2 12.9 −3.9
　政令指定都市計 5.9 6.1 5.9 5.7 5.7 5.5 16.3 13.3 13.3 −3.0
　対全国 20 歳以上 ─ ─ 20.5 22.1 21.4 0.9
1）　2016 年 1 月 1 日現在の政令指定都市。
2）　期末の全年齢層に対する比率。




















福岡市 2005 年 8 月 郵送留置・
訪問回収法
2000 2006 年 8 月 往復郵送法 4500 
川崎市 2005 年 11 月 訪問留置法 1500 2006 年 8 月 往復郵送法 3000 
横浜市 2007 年 6 月 訪問面接法 5000 2008 年 10 月 郵送留置・
訪問回収法
5000 
名古屋市 2009 年 10 月 郵送留置・
訪問回収法
2500 2010 年 10 月 往復郵送法 2000 
札幌市 2014 年 8 月 訪問配布・
訪問回収法
1500 2015 年 11 月 往復郵送法 5000 




川崎市2） 2016 年 11 月 往復郵送法・
回収はネット
併用










2005 年 11 月 18 日
〜12 月 9 日
2006 年 8 月 8 日
〜8月 25 日
2006 年 11 月 17 日
〜12 月 1 日





















計画標本総数 1500 100.0％ 3000 100.0％ 100.0％ 3000 100.0％ 100.0％
回収標本総数 988 65.9％ 1388 46.3％ 70.2％ 1270 42.3％ 64.3％
性別 男性 456 30.4％ 612 20.4％ 67.1％ 528 17.6％ 57.9％
女性 532 35.5％ 736 24.5％ 69.2％ 699 23.3％ 65.7％
年齢 20 代前半 60 4.0％ 54 1.8％ 45.0％ 56 1.9％ 46.7％
20 代後半 107 7.1％ 106 3.5％ 49.5％ 86 2.9％ 40.2％
30 代 207 13.8％ 288 9.6％ 69.6％ 237 7.9％ 57.2％
40 代 186 12.4％ 214 7.1％ 57.5％ 213 7.1％ 57.3％
50 代 180 12.0％ 272 9.1％ 75.6％ 240 8.0％ 66.7％
60 代以上 248 16.5％ 318 10.6％ 64.1％ 401 13.4％ 80.9％
家族
人数
1人 112 7.5％ 186 6.2％ 83.0％ 142 4.7％ 63.4％
2 人 262 17.5％ 414 13.8％ 79.0％ 376 12.5％ 71.8％
3 人 243 16.2％ 314 10.5％ 64.6％ 304 10.1％ 62.6％
4 人 222 14.8％ 296 9.9％ 66.7％ 266 8.9％ 59.9％
5 人 90 6.0％ 104 3.5％ 57.8％ 97 3.2％ 53.9％
6 人 36 2.4％ 39 1.3％ 54.2％ 45 1.5％ 62.5％
7 人以上 9 0.6％ 20 0.7％ 111.1％ 18 0.6％ 100.0％
住居
形態
戸建持家 367 24.5％ 561 18.7％ 76.4％ 563 18.8％ 76.7％
持家集合住宅 268 17.9％ 342 11.4％ 63.8％ 337 11.2％ 62.9％
戸建借家 18 1.2％ 20 0.7％ 55.6％ 12 0.4％ 33.3％
非民間借家 170 11.3％ 248 8.3％ 72.9％ 170 5.7％ 50.0％
民間借家 94 6.3％ 156 5.2％ 83.0％ 113 3.8％ 60.1％
給与住宅 48 3.2％ 44 1.5％ 45.8％ 43 1.4％ 44.8％
通勤・
通学先
同一区内 200 13.3％ 236 7.9％ 59.0％ 192 6.4％ 48.0％
市内他区 96 6.4％ 118 3.9％ 61.5％ 114 3.8％ 59.4％
横浜市 56 3.7％ 86 2.9％ 76.8％ 62 2.1％ 55.4％
県内他市 16 1.1％ 22 0.7％ 68.8％ 18 0.6％ 56.3％
東京区部 236 15.7％ 339 11.3％ 71.8％ 312 10.4％ 66.1％
東京区部以外 30 2.0％ 34 1.1％ 56.7％ 34 1.1％ 56.7％





実地調査の時期 2005 年 8 月 19 日
〜9月 9日
















計画標本総数1） 2000 100.0％ 4500 100.0％ 100.0％
回収標本総数 1779 89.0％ 2254 50.1％ 56.3％
男性 779 39.0％ 925 20.6％ 52.8％
年齢 20 代 135 6.8％ 99 2.2％ 32.6％
30 代 152 7.6％ 144 3.2％ 42.1％
40 代 145 7.2％ 156 3.5％ 47.8％
50 代 132 6.6％ 194 4.3％ 65.3％
60 代 129 6.5％ 151 3.4％ 52.0％
70 代以上 86 4.3％ 165 3.7％ 85.3％
女性 1000 50.0％ 1308 29.1％ 58.1％
年齢 20 代 152 7.6％ 176 3.9％ 51.5％
30 代 211 10.6％ 244 5.4％ 51.4％
40 代 190 9.5％ 231 5.1％ 54.0％
50 代 179 9.0％ 239 5.3％ 59.3％
60 代 153 7.7％ 206 4.6％ 59.8％
70 代以上 115 5.8％ 202 4.5％ 78.1％
家族
人数
1人 192 9.6％ 304 6.8％ 70.4％
2 人 439 22.0％ 683 15.2％ 69.1％
3 人 441 22.1％ 525 11.7％ 52.9％
4 人 420 21.0％ 453 10.1％ 48.0％
5 人 173 8.6％ 189 4.2％ 48.8％
6 人 55 2.8％ 61 1.4％ 49.0％
7 人以上 20 1.0％ 27 0.6％ 61.4％
住居
形態
戸建持家 683 34.2％ 764 17.0％ 49.7％
持家集合住宅 368 18.4％ 604 13.4％ 72.9％
戸建借家 94 4.7％ 68 1.5％ 31.9％
借家集合住宅 503 25.2％ 663 14.7％ 58.5％





実地調査の時期 2007 年 6 月 21 日
〜7月 11 日















計画標本総数1） 5000 100.0％ 5000 100.0％ 100.0％
未回収 1302 26.0％ 1127 22.5％ 86.6％
　一時不在 555 11.1％ 465 9.3％ 83.8％
　調査拒否 438 8.8％ 397 7.9％ 90.6％
回収標本総数 3698 74.0％ 3873 77.5％ 104.7％
男性 1810 36.2％ 1873 37.5％ 103.5％
年齢 20 代 209 4.2％ 236 4.7％ 112.9％
30 代 368 7.4％ 400 8.0％ 108.7％
40 代 341 6.8％ 341 6.8％ 100.0％
50 代 332 6.6％ 297 5.9％ 89.5％
60 代 294 5.9％ 316 6.3％ 107.5％
70 代以上 266 5.3％ 283 5.7％ 106.4％
女性 1888 37.8％ 2000 40.0％ 105.9％
年齢 20 代 237 4.7％ 227 4.5％ 95.8％
30 代 390 7.8％ 387 7.7％ 99.2％
40 代 347 6.9％ 349 7.0％ 100.6％
50 代 307 6.1％ 328 6.6％ 106.8％
60 代 313 6.3％ 381 7.6％ 121.7％
70 代以上 294 5.9％ 328 6.6％ 111.6％
家族
形態
1人 738 14.8％ 431 8.6％ 58.4％
夫婦だけ 811 16.2％ 842 16.8％ 103.8％
住居
形態
戸建持家 1762 35.2％ 1965 39.3％ 111.5％
持家集合住宅 1005 20.1％ 814 16.3％ 81.0％
戸建借家 109 2.2％ 98 2.0％ 89.9％
非民間借家 225 4.5％ 154 3.1％ 68.4％
民間借家集合住宅 523 10.5％ 633 12.7％ 121.0％






第 47 回市政世論調査 第 48 回市政世論調査 第 49 回市政世論調査 第 50 回市政世論調査
実地調査の時期
2008 年 11 月 13 日
〜12 月 1 日
2009 年 10 月 22 日
〜11 月 9 日
2010 年 10 月 19 日
〜11 月 2 日
2011 年 12 月 1 日



















計画標本総数1） 2500 100.0％ 2500 100.0％ 2000 100.0％ 2000 100.0％
回収標本総数 1652 66.1％ 1681 67.2％ 1188 59.4％ 1097 54.9％
男性 776 31.0％ 796 31.8％ 459 23.0％ 462 23.1％
20 代 89 3.6％ 76 3.0％ 58 2.9％ 46 2.3％
30 代 98 3.9％ 91 3.6％ 76 3.8％ 66 3.3％
40 代 119 4.8％ 120 4.8％ 70 3.5％ 78 3.9％
50 代 147 5.9％ 162 6.5％ 92 4.6％ 72 3.6％
60 代 164 6.6％ 186 7.4％ 93 4.7％ 110 5.5％
70 代〜 159 6.4％ 161 6.4％ 70 3.5％ 89 4.5％
女性 876 35.0％ 885 35.4％ 675 33.8％ 629 31.5％
20 代 81 3.2％ 72 2.9％ 75 3.8％ 62 3.1％
30 代 115 4.6％ 101 4.0％ 126 6.3％ 97 4.9％
40 代 150 6.0％ 124 5.0％ 124 6.2％ 125 6.3％
50 代 139 5.6％ 180 7.2％ 101 5.1％ 105 5.3％
60 代 187 7.5％ 220 8.8％ 138 6.9％ 127 6.4％
70 代〜 204 8.2％ 188 7.5％ 111 5.6％ 113 5.7％
居住
年数
30 年以上 1200 48.0％ 1283 51.3％ 698 34.9％ 701 35.1％
20〜30 年未満 290 11.6％ 281 11.2％ 192 9.6％ 162 8.1％
10〜20 年未満 81 3.2％ 58 2.3％ 107 5.4％ 103 5.2％
 5〜10 年未満 30 1.2％ 17 0.7％ 64 3.2％ 62 3.1％
〜5年未満 23 0.9％ 13 0.5％ 74 3.7％ 63 3.2％
無回答 28 1.1％ 29 1.2％ 53 2.7％ 6 0.3％






2014 年 8 月 18 日
〜9月 12 日
2015 年 11 月 17 日













計画標本総数 1500 100.0％ 5000 100.0％ 100.0％
回収標本総数 1372 91.5％ 2764 55.3％ 60.4％
性別 男性 632 42.1％ 1108 22.2％ 52.6％
女性 740 49.3％ 1592 31.8％ 64.5％
年齢 18・19 歳1）
179 11.9％ 304 6.1％ 50.9％
20 代
30 代 219 14.6％ 385 7.7％ 52.7％
40 代 240 16.0％ 496 9.9％ 62.0％
50 代 240 16.0％ 470 9.4％ 58.8％
60 代 285 19.0％ 558 11.2％ 58.7％
70 代以上 209 13.9％ 484 9.7％ 69.5％
家族人数 1人 221 14.7％ 440 8.8％ 59.7％
2 人 418 27.9％ 913 18.3％ 65.5％
3 人 307 20.5％ 664 13.3％ 64.9％
4 人 262 17.5％ 471 9.4％ 53.9％
5 人 92 6.1％ 142 2.8％ 46.3％
6 人 34 2.3％ 37 0.7％ 32.6％
7 人以上 16 1.1％ 24 0.5％ 45.0％
現在地居住年数 1年未満 75 5.0％ 164 3.3％ 65.6％
1 年〜3年未満 162 10.8％ 306 6.1％ 56.7％
3 年〜5年未満 127 8.5％ 273 5.5％ 64.5％
5 年〜10 年未満 217 14.5％ 359 7.2％ 49.6％
10 年〜20 年未満 272 18.1％ 614 12.3％ 67.7％
20 年〜30 年未満 246 16.4％ 487 9.7％ 59.4％
30 年以上 255 17.0％ 534 10.7％ 62.8％









ら名古屋市では 2009 年度まで、札幌市では 2014 年度までの期間において並
行実施されていた。





調査の名称 市政世論調査1） 市政アンケート2） 市政世論調査3） 市民アンケート4）
調査方法
（の変更）
留置⇒郵送5） 回数 往復郵送 留置⇒郵送6） 回数 往復郵送
2005 年度 61.2 7 46.9〜55.2 86.3 2 42.7/51.0
2006 年度 72.2 7 47.8〜53.5 81.1 2 44.6/49.9
2007 年度 65.1 6 40.0〜55.2 83.5 2 45.5/50.2
2008 年度 66.1 7 49.2〜54.5 82.9 2 44.7/57.5
2009 年度 67.2 7 49.6〜57.9 86.1 2 51.5/63.0
2010 年度 59.4 5 51.5〜55.8 88.7 2 51.2/50.8
2011 年度 54.9 5 48.0〜52.4 90.4 2 52.9/56.3
2012 年度 55.0 5 46.2〜53.5 81.9 2 47.4/50.3
2013 年度 52.6 5 45.4〜49.5 89.9 2 48.9/55.9
2014 年度 55.4 5 46.1〜51.0 91.5 2 47.8/49.7
2015 年度 53.5 5 46.4〜55.5 55.3 3 50.3〜56.8
2016 年度 53.5 5 45.3〜50.5 統合 4 52.5〜53.7
1）　各年度に 1回実施。








実地調査の時期 2015 年 7 月 17 日
〜8月 7日
2015 年 11 月 5 日
〜11 月 26 日
2016 年 8 月 31 日
〜9月 5日
2016 年 11 月 7 日














対象者 20 歳以上2） 18 歳以上2）









計画標本総数 3000 100.0％ 3000 100.0％ 1500 100.0％ 3000 100.0％
回収標本総数 1331 44.4％ 1300 43.3％ 1500 100.0％ 1351 45.0％
ネット回答 ─ ─ 223 7.4％ 1500 100.0％ 215 7.2％
男性 565 18.8％ 543 18.1％ 761 50.7％ 630 21.0％
女性 747 24.9％ 732 24.4％ 739 49.3％ 702 23.4％
年齢 18・19 歳 ─ ─ ─ ─
84 5.6％ 73 2.4％
20 代前半 41 1.4％ 44 1.5％
20 代後半 65 2.2％ 64 2.1％ 120 8.0％ 76 2.5％
30 代前半 109 3.6％ 130 4.3％ 125 8.3％ 111 3.7％
30 代後半 132 4.4％ 124 4.1％ 189 12.6％ 121 4.0％
40 代前半 138 4.6％ 147 4.9％ 163 10.9％ 143 4.8％
40 代後半 126 4.2％ 115 3.8％ 185 12.3％ 131 4.4％
50 代 224 7.5％ 231 7.7％ 247 16.5％ 233 7.8％
60 代 269 9.0％ 241 8.0％ 306 20.4％ 248 8.3％
70 代以上 209 7.0％ 182 6.1％ 81 5.4％ 203 6.8％
家族
人数
1人 175 5.8％ 184 6.1％ 316 21.1％ 228 7.6％
2 人 391 13.0％ 361 12.0％ 453 30.2％ 391 13.0％
3 人 367 12.2％ 348 11.6％ 373 24.9％ 301 10.0％
4 人 233 7.8％ 254 8.5％ 252 16.8％ 295 9.8％
5 人 83 2.8％ 83 2.8％ 86 5.7％ 87 2.9％
6 人 23 0.8％ 31 1.0％ 14 0.9％ 21 0.7％





























　表 4─1（1）には、政令指定都市によって 2005 年以降にほぼ毎年同一の調査
方法によって実施された調査における回収率の推移を示した。また、表 4─1























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































2012 年 1 月 27 日金曜日 2011 年 11 月 30 日
水曜日
13 歳 10000 62 0.62 5.1 
2015 年 1 月 6 日火曜日 2014 年 11 月 30 日
日曜日
13 歳 10000 48 0.48 5.1 
静岡市 市民意識調査3） 2006 年 8 月 1 日火曜日 不明 20 歳 5835 27 0.46 4.0 
2007 年 8 月 1 日水曜日 20 歳 5887 59 1.00 4.0 
2008 年 8 月 1 日金曜日 20 歳 5858 24 0.41 3.8 
2009 年 7 月 1 日水曜日 20 歳 5950 22 0.37 3.8 
2010 年 7 月 1 日木曜日 20 歳 5923 22 0.37 3.6 
2011 年 7 月 1 日金曜日 20 歳 5000 18 0.36 3.5 
2012 年 7 月 1 日日曜日 20 歳 5000 19 0.38 3.5 
2013 年 7 月 2 日火曜日 20 歳 5000 20 0.40 3.7 
2014 年 7 月 1 日火曜日 20 歳 5000 18 0.36 4.0 
2015 年 7 月 1 日水曜日 20 歳 5000 20 0.40 3.8 
2016 年 6 月 1 日水曜日 20 歳 5000 16 0.32 3.8 
大阪市 世論調査 2009 年 9 月 25 日金曜日 同年 7月 31 日 20 歳 2500 31 1.24 5.9 
2010 年 10月 29日金曜日 同年 9月 1日 20 歳 2500 43 1.72 6.0 
2011 年 7 月 26 日火曜日 同年 6月 1日 20 歳 2500 47 1.88 5.8 
市民意識調査 2013 年 12 月 2 日月曜日 同年 11 月 28 日 20 歳 2500 31 1.24 5.9 
2014 年 8 月 13 日水曜日 同年 8月 1日 20 歳 2500 34 1.36 6.0 
2015 年 1 月 14 日水曜日 2014 年 12 月 1 日 20 歳 2500 42 1.68 6.1 
2016 年 1 月 14 日木曜日 2015 年 12 月 1 日 20 歳 2500 29 1.16 6.3 
2017 年 1 月 12 日木曜日 2016 年 12 月 1 日 18 歳 2500 40 1.60 -
堺市 市民意識調査 2009 年 7 月 1 日水曜日 2009 年 5 月末 20 歳 10000 46 0.46 4.6 
2010 年 7 月 7 日水曜日 2010 年 5 月 20 歳 10000 58 0.58 4.5 






2014 年 1 月 13 日月曜日 2013 年 11 月 25 日
〜2014 年 1 月 10 日
20 歳 3000 20 0.67 4.1 
2015 年 1 月 18 日日曜日 2014 年 12 月 1 日
〜2015 年 1 月 9 日
20 歳 3000 13 0.43 4.0 
1）　抽出名簿はすべて住民基本台帳。大阪市による抽出日は年齢算定の基準日。
2）　全年齢層についての転出率。実地調査開始日が属する年の前年または前年度の転出率。
3）　静岡市は 2006 年 3 月に庵原郡蒲原町（2005 年 3 月対旧静岡市成人人口比 1.9％）を、2008 年 11 月に












































都市 実施時期1） 調査票の分量 回収率 都市 実施時期
1） 調査票
の分量 回収率増減 増減
福岡市 2008 年 8 月 18 頁 51.6％
6.9％
静岡市 2007 年 7 月 8 頁 49.3％
7.7％
2009 年 8 月 16 頁 58.5％ 2008 年 7 月 10 頁 57.0％
北九州市 2010 年 9 月 7 頁 64.7％
−13.1％
2013 年 8 月 21 頁 49.7％
5.3％
2011 年 9 月 11 頁 51.6％
2014 年 5 月 19 頁 55.0％ 2012 年 4 月 23 頁 46.7％ −4.9％
川崎市 2007 年 7 月 18 頁 48.2％
−7.2％
静岡市 2009 年 8 月 10 頁 55.7％
−5.8％
2008 年 7 月 16 頁 41.0％ 2010 年 7 月 7 頁 49.9％
京都市2） 2007 年 4 月 13 頁 32.4％
4.8％
2011 年 7 月 12 頁 43.7％ −6.2％
2008 年 5 月 6 頁 37.2％ 神戸市 2010 年 7 月 14 頁 33.9％
4.8％
北九州市 2009 年 9 月 17 頁 53.9％
10.8％
2011 年 7 月 16 頁 38.7％
2010 年 9 月 7 頁 64.7％ 新潟市 2012 年 7 月 14 頁 53.9％
−4.8％
名古屋市 2010 年 10 月 14 頁 59.4％
−4.5％
2013 年 7 月 17 頁 49.1％
2011 年 12 月 12 頁 54.9％ 大阪市 2014 年 8 月 12 頁 54.9％
−7.1％
神戸市 2012 年 6 月 15 頁 39.1％
13.4％
2015 年 1 月 14 頁 47.8％
2013 年 6 月 8 頁 52.5％
静岡市 2013 年 7 月 14 頁 41.8％
5.6％2014 年 7 月 11 頁 47.4％
さいたま市 2014 年 6 月 16 頁 50.5％
−4.0％2015 年 6 月 15 頁 46.5％
（2）往復郵送法・同量 （4）郵送留置・訪問回収法・分量増加
都市 実施時期1） 調査票の分量 回収率 都市 実施時期
1） 調査票
の分量 回収率増減 増減
仙台市 2005 年 12 月 8 頁 44.9％
−4.0％
横浜市 2010 年 5 月 13 頁 77.8％
−5.7％2006 年 10 月 8 頁 31.9％ 2011 年 7 月 15 頁 72.1％
岡山市 2008 年 1 月 16 頁 33.6％
5.6％2009 年 12 月 16 頁 39.2％ （5）郵送留置・訪問回収法・同量
京都市2） 2008 年 5 月 6 頁 37.2％
5.2％
都市 実施時期1） 調査票の分量 回収率2009 年 5 月 6 頁 42.4％ 増減
浜松市 2008 年 6 月 12 頁 54.7％
−4.3％
横浜市
2012 年 5 月 11 頁 77.1％
−5.3％2009 年 6 月 12 頁 50.4％ 2013 年 6 月 11 頁 71.8％
神戸市 2009 年 7 月 14 頁 49.6％
−15.7％2010 年 7 月 14 頁 33.9％ （6）郵送留置・訪問回収法・分量削減
熊本市3） 2011 年 2 月 16 頁 46.8％
−9.0％
都市 実施時期1） 調査票の分量 回収率2012 年 1 月 16 頁 37.8％ 増減
福岡市 2011 年 8 月 19 頁 57.5％
−5.2％
横浜市
2011 年 7 月 15 頁 72.1％
5.0％2012 年 8 月 19 頁 52.3％ 2012 年 5 月 11 頁 77.1％






2013 年 5 月 8 頁 38.4％
熊本市3） 2012 年 11 月 16 頁 38.0％
−4.3％2013 年 7 月 16 頁 33.7％
静岡市 2015 年 7 月 16 頁 45.3％
6.3％2016 年 6 月 16 頁 51.6％
相模原市 2015 年 5 月 16 頁 48.8％
4.1％2016 年 5 月 16 頁 52.9％
大阪市 2016 年 1 月 14 頁 53.1％
















2009 年度 2 同時 大半 6頁 42.6 42.2 0.4 
2010 年度 2 同時 大半 6頁 41.2 38.5 2.7 
2011 年度 2 同時 大半 6頁 40.0 37.1 2.9 
2012 年度 2 同時 大半 6頁 39.8 39.3 0.5 
2013 年度 2 同時 大半 8頁 38.1 37.7 0.3 
2014 年度 2 同時 大半 8頁 37.2 36.5 0.7 
2015 年度 2 同時 大半 8頁 37.9 37.0 0.9 




2005 年度 3 3 か月 全部 12 問 /17 問 53.9 48.3 5.6 
2006 年度 3 4 か月 全部 10 問 /11 問 45.3 40.0 5.3 
2007 年度 2 8 か月 全部 10 問 /9 問 48.2 36.8 11.4 
2008 年度 2 4 か月 全部 7問 /12 問 46.5 40.3 6.2 
2009 年度 2 6 か月 全部 12 問 /13 問 48.7 41.2 7.5 
2010 年度 2 5 か月 全部 12 問 /14 問 42.0 41.2 0.8 
2011 年度 2 1 か月 全部 11 問 /10 問 43.9 37.4 6.5 
2012 年度 2 5 か月 全部 16 問 /9 問 42.7 39.5 3.2 
2013 年度 2 5 か月 全部 4/3 頁 43.4 36.8 6.6 
2014 年度 2 5 か月 全部 3＋ 0/3 ＋ 1 頁 40.7 37.9 2.8 
2015 年度 2 4 か月 全部 3＋ 1/4 ＋ 1 頁 40.2 31.7 8.5 




2009 年 7 月 2 同時 一部 8頁 38.7 37.7 1.0 
2015 年 1 月 2 同時 一部 8頁 38.6 38.0 0.6 
札幌市
市民アンケート
2005 年度 2 4 か月 F項目以外 7/7 頁 51.0 42.7 8.3 
2006 年度 2 4 か月 F項目以外 7/8 頁 49.9 44.6 5.3 
2007 年度 2 4 か月 F項目以外 9/8 頁 50.2 45.5 4.7 
2008 年度 2 4 か月 F項目以外 9/12 頁 57.5 44.7 12.8 
2009 年度 2 4 か月 F項目以外 8/10 頁 63.0 51.5 11.5 
2010 年度 2 4 か月 F項目以外 7/7 頁 51.2 50.8 0.4 
2011 年度 2 5 か月 F項目以外 7/10 頁 56.3 52.9 3.4 
2012 年度 2 6 か月 F項目以外 8/8 頁 50.3 47.4 2.9 
2013 年度 2 6 か月 F項目以外 11/11 頁 55.9 48.9 7.0 
2014 年度 2 7 か月 F項目以外 15/15 頁 49.7 47.8 1.9 
2015 年度 3 5 か月 F項目以外 15/12 頁 56.8 50.3 6.5 
2016 年度 4 6 か月 F項目以外 16/16 頁 53.7 49.2 4.5 
名古屋市
市政アンケート5）
2006 年度 7 7 か月 F項目以外 30 問 /31 問 53.5 47.8 5.7 
2007 年度 6 7 か月 F項目以外 24 問 /33 問 55.2 40.0 15.2 
2008 年度 7 7 か月 F項目以外 27 問 /37 問 54.5 49.2 5.3 
2009 年度 7 8 か月 F項目以外 36 問 /28 問 57.9 49.6 8.3 
2010 年度 5 7 か月 F項目以外 18 問 /35 問 55.8 51.5 4.3 
2011 年度 5 6 か月 F項目以外 30 問 /30 問 52.4 48.0 4.4 
2012 年度 5 7 か月 F項目以外 34 問 /30 問 53.5 46.2 7.3 
2013 年度 5 8 か月 F項目以外 30 問 /33 問 49.5 45.4 4.1 
2014 年度 5 9 か月 F項目以外 36 問 /25 問 51.0 46.1 4.9 
2015 年度 5 10か月 F項目以外 34 問 /31 問 55.5 46.4 9.1 
2016 年度 5 6 か月 F項目以外 35 問 /28 問 50.5 43.5 7.0 
熊本市
市政アンケート
2015 年度 2 5 か月 F項目以外 31 問 /28 問 41.4 36.9 4.5 























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































年以降急増して 2016 年には 13.8％に達している。千葉市の 2012 年調査でも 7％を














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































性別 男女計 男女計 男性 女性 男女計 男女計 男女計 男女計 男女計 男女計
総数 38.1 54.2 45.3 59.5 55.3 39.0 44.1 45.0 46.3 49.7 
13・14 歳 30.5 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─
15〜17 歳
29.3 
─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─
18〜19 歳 35.1 49.5 36.8 
42.1 20.3 20.5 
27.6 
31.7 31.8 
20〜24 歳 17.8 
33.3 20.1 31.2 28.9 31.0 
25〜29 歳 19.5 29.4 
30〜34 歳 26.0 
42.2 33.7 51.5 55.7 31.1 36.6 
38.2 
40.2 37.7 
35〜39 歳 30.8 39.2 
40〜44 歳 35.6 
48.0 41.0 55.5 56.3 32.2 41.1 
42.3 
38.8 45.9 
45〜49 歳 34.7 42.7 
50〜54 歳 37.9 
56.9 45.2 83.4 62.7 40.9 55.4 
49.5 
48.5 53.8 
55〜59 歳 43.2 55.6 
60〜64 歳 49.1 
70.7 67.6 84.2 65.0 54.7 61.0 
59.2 
62.4 63.3 
65〜69 歳 51.3 68.4 
70〜74 歳 58.3 




56.2 51.6 75〜79 歳
46.7 35.9 
80 歳以上 44.8 
都市 堺市 大阪市 京都市 福岡市 相模原市 熊本市 内閣府（全国）




5 月 2016 年 5 月 2016 年 5 月
2017 年
2 月 2016 年 1 月
性別 男女計 男女計 男女計 男性 女性 男性 女性 男女計 男性 女性
総数 53.9 53.1 35.5 47.8 56.1 47.1 55.4 42.1 75.7 76.4 
20〜24 歳
31.9 30.7 15.4 23.5 31.2 28.7 32.9 
17.9 
65.4 67.5 
25〜29 歳 29.8 
30〜34 歳
44.1 42.9 26.3 40.3 51.0 42.4 51.3 
31.6 
64.2 78.6 
35〜39 歳 29.8 
40〜44 歳
47.2 55.9 31.5 48.5 53.2 40.1 58.8 
33.5 
72.3 72.1 
45〜49 歳 33.9 
50〜54 歳
52.5 59.3 35.8 42.8 70.5 57.1 65.0 
43.4 
81.0 85.2 
55〜59 歳 53.7 
60〜64 歳
67.8 62.6 46.7 66.5 74.1 58.1 74.4 
56.4 
82.1 82.6 




69.7 59.3 54.4 47.7 
59.7 
82.3 70.6 75〜79 歳 62.4 























































静岡市 往復郵送 不明 複数 2016 年 6 月 21 日 15 頁 5000 11.5 51.6 
新潟市 往復郵送 不明 複数 2016 年 7 月 18 日 16 頁 4000 11.8 51.5 
浜松市 往復郵送 不明 複数 2016 年 6 月 20 日 12 頁 3000 12.1 51.1 
札幌市6） 往復郵送 不明 複数 2016 年 7 月 12 日 15 頁 5000 12.7 52.5 
広島市 往復郵送 不明 複数 2017 年 1 月 28 日 12 頁 5000 13.2 46.3 
熊本市① 往復郵送 不明 複数 2017 年 2 月 18 日 11 頁 5000 13.2 42.1 
さいたま市 往復郵送 不明 複数 2016 年 6 月 17 日 17 頁 5000 13.5 48.3 
名古屋市① 往復郵送 不明 複数 2016 年 7 月 15 日 12 頁 2000 13.8 53.5 
大阪市 往復郵送 不明 複数 2017 年 1 月 19 日 14 頁 2500 14.2 45.2 
仙台市 往復郵送 不明 複数 2016 年 5 月 19 日 8 頁 6000 14.6 39.0 
千葉市 往復郵送 不明 単一 2015 年 1 月 22 日 8 頁 10000 12.5 38.1 
熊本市②7） 往復郵送 不明 複数 2016 年 7 月 不明 53 問 5000 13.2 48.8 
岡山市 往復郵送 不明 単一 2015 年 4 月 36 日 16 頁 10000 13.4 54.2 
京都市② 往復郵送 不明 単一 2016 年 10 月 29 日 8 問 3000 13.7 31.8 
京都市① 往復郵送 不明 単一 2016 年 5 月 32 日 6 頁 3000 13.7 35.5 
名古屋市②8） 往復郵送 不明 単一 2016 年 7 月 15 日 17 頁 2000 13.8 45.3 
福岡市 往復郵送 不明 単一 2016 年 6 月 16 日 12 頁 4500 15.7 53.1 
北九州市 往復郵送 1回 複数 2016 年 6 月 26 日 20 頁 3000 12.0 44.1 
堺市 往復郵送 1回 複数 2013 年 7 月 17 日 10 頁 10000 12.1 53.8 
神戸市 往復郵送 1回 複数 2015 年 7 月 14 日 9 頁 5000 12.5 53.3 
相模原市 往復郵送 1回 複数 2016 年 5 月 22 日 20 頁 3000 13.3 51.6 
川崎市②9） 郵送・ネット併用 1回 複数 2016 年 11 月 22 日 11 頁 3000 15.1 45.0 
川崎市①10） 往復ネット ─ 複数 2016 年 8 月 6 日 31画面 1500 15.1 ─
横浜市 郵送配布訪問回収 ─ 複数 2016 年 5 月 18 日 10 頁 3000 12.8 73.1 
1）　京都市①は「市民生活実感調査」。外国語の調査票を日本語の調査票と別に 3種類使用。
　　京都市②は「市政総合アンケート」。
　　京都市②の回収率は 1回目を表示。2回目（2017 年 1 月実施）は 38.4％。
　　名古屋市①は「市政世論調査」。名古屋市②は「市政アンケート」。
　　熊本市①は「総合計画に関する市民アンケート」。熊本市②は「市政アンケート」。
2）　広島市は当初計画の 23 日から 28 日へ延長。　　3）　すべて住民基本台帳から抽出。
4）　2016 年年初時点の各都市の 20 歳以上の住民基本台帳人口（外国人を含む）に占める 20 歳代の比率。同
時点の全国は 12.3％。
5）　年度内に複数回実施されている場合は、年央に近い回の回収率を掲げた。
6）　5回実施された 2016 年度分のうち 1回目を表示。他の回の回収率は 43.5％〜50.5％
7）　対象年齢層は 18〜79 歳。
8）　回収率は、2016 年度の 1回目を表示。2回目は 53.7％、3回目は 51.8％、4回目は 49.2％。





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　表 6─5 には、2005 年～2016 年に実施された調査について浜松市を除く各
市の市域内の行政区別またはブロック別回収率の状況を示した。
















1）　2005 年調査時点の 20 歳代に相当する 2015 年調査時点の 30 歳代の回収率は、10 年
前と比べて大幅に上昇している。
2）　督促が実施されていても報告書に明記されていない可能性がある。






6）　行政区別計画標本数が最小の場合は、大阪市の 2017 年 1 月実施の市民意識調査で




























　下記のうちインターネット上の文書は、2017 年 6 月に閲覧した（国会図書館・
官庁・地方自治体サイトの一部の URLは省略した）。新聞記事は、日本経済新聞
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